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◆講義項目◆            ※本講座の「出張講座」も承っております。お気軽にお問合せください。 

  
＜講師紹介＞      地方公務員人事労務研究会 代表 小川 友次 氏 

 
1948 年東京都入職。1976 年東京都多摩教育事務所管理課長、1979 年教育庁人事部勤労課長、 

1982 年同総務部広報課長、1985 年同指導部管理課長（統括）その後、東京都東村山老人ホーム副所長（東京都参事）、 

東京都教職員互助会企画経営部長等を経て、2001 年 4 月から現職。 
 

【主な共著書】「東京都教職員人事管理」（ぎょうせい）・「自治体の(新)臨時・非常勤職員の身分取扱」「自治体の(新)

臨時・非常勤職員質疑応答集」（学陽書房）・「地方公務員の(新)勤務時間・休日・休暇（第２次改訂）」（沢田千秋氏

との共著・学陽書房）・「３０年版教育法規便覧」(学陽書房) 

 
日本経営協会・中部本部(五藤) 行 （この面をそのままＦＡＸしてください）ＦＡＸ（０５２）９５２－７４１８ 

□日本経営協会会員  □一 般 （該当する方にレ印を付けてください）       2019/6/24-25 

60012583 「臨時・非常勤及び会計年度任用職員の任用と管理実務」講座・参加申込書       年  月  日       

ふりがな 

団体名 

 
℡ 
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（      ）     － 

（      ）     － 

 
ご派遣責任者（ご連絡担当） 
 
所属・役職名 

 

 

                    

氏名 

 

  

                  印 

                 

 

所在地 

〒 

№ 
フ リ ガ ナ 

所属・役職 
担当 

経験 参 加 者 氏 名 

   
年

月
 

   
年

月

＜ご記入（レ印）のお願い＞ 
この講座の開催情報を得た時期

は、講座開催日の 

□半年以上前 □3ケ月～半年前

□2 ケ月前  □1 ケ月前 

□2 週間前  □1 週間前～直前

 

   
年

月

 

※ご請求書の宛名についてお知らせください 【 □団体名と同じ・ □異なる（宛名）                     】 
※太枠内にご記入ください。4 名様以上でお申込の場合は、別紙等に記載しあわせてお送りいただくか、複写してご利用ください。 
※参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。 

①参加券や請求書の発送などの事務処理 ②セミナーなど本会事業のご案内 なお②がご不要の場合は、右□にチェックしてください。  □  

 
１．公務員制度にかかわる最近の動き 

 

２．臨時・⾮常勤職員制度改正の趣旨等
 
３．臨時・⾮常勤職員の実態の把握 

 

４．臨時・⾮常勤職員全体の 
任⽤根拠の明確化 

（1）任⽤根拠の明確化・適正化の 
趣旨・留意事項 

（2）特別職⾮常勤職員の任⽤の適正確保
（3）臨時的任⽤の適正確保 

 

 

 

５．会計年度任⽤職員制度の整備 
  （1）会計年度任⽤職員制度設計に 

あたっての留意事項 
       ①任⽤  
     ②服務及び懲戒 
     ③勤務条件等 
     ④⼈事評価 
       ⑤再度の任⽤ 
    ⑥⼈事⾏政の運営等の状況の公表 
    ⑦制度の周知 
 

（2）職員団体等との協議に係る留意事項 
    ①職員団体との協議 
    ②特別職⾮常勤職員が組織し、 

⼜は加⼊する労働組合との関係 
 

６．まとめ 
   臨時・⾮常勤職員及び 

会計年度任⽤制度の活⽤に向けて 

※ 地方自治小六法をお持ちください ※

「地方公務員法及び地方自治法の一部を改

正する法律（平成 29 年法律第 29 号）」は、 

平成 32 年 4 月に施行されます。 

これの検討、詳解もいたします。 
講義中は名札をお付けいただきます 


